






研究の要約

新潟県では全国に先駆けて、乳幼児健診は市町村が担当し、一貫した情報管理、かつ保護

者、乳幼への対応を行ってきた。そして県レベルの二次、三次スクリ-ニング、療育シス

テム、専門機関へとの連係がスムースに行われてきたと評価できる。健診は保健婦が把握

できる市町村の範囲であることは健診事業の充実には重要であり、人口が多過ぎないこと

が必要と思われた。何故ならば県下最大人口を擁す新潟市と他市町村を比校すると、前者

では、健診全体を採血婦業務の中で把握しきれず、また諸機関との連係役として保健婦が

機能していない印象があるからである。ともあれ、実施主体が市町村の乳幼児健診は、今

後の進むべき方向であろう。グレイゾーンの取り扱いではきめ細かな対応が乳児健全発達

支援事業を行っている市でなされており、この事業がグレイゾーンの子供連への発達支援

として有用であった。今後県下全域への普及が望まれる。問題点は乳幼児健診の事後処理

の一つの場としての性格づけがなされ易いことであろう。育児不安を持つ保護者への対応

の場としても意識的に位畳づけていくべきと思われた。また多くの発達支援の事業が市町

村単位で行われる中で保護者がその中から選びとっていけるシステムが望まれる。


